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論文内容の要旨
中国では 1990年代に主食需要を満たす食料問題が解
決されると，畜産物を含む副食品需要の増大に備えて飼
料用穀物消費を抑制するため牛・羊といった肉用の草食
家畜生産を促進する畜産業の構造調整を進めることが提
起されてきた。だが，今世紀に入り草食家畜の生産は二
つの政策的問題に直面している。一つは，生態環境保全
のため，天然草地や傾斜地での放牧を禁止し（中国語は
「退牧還草」政策），伝統的な放牧から舎飼いへの転換を
進めるという課題であり，もう一つは，他の畜種を含め
畜産業の近代化の一環として標準化・大規模経営の育成
を推進するという課題である。本研究の問題意識は主と
して前者の課題に関わり，放牧が禁止された後に草食家
畜の飼料確保問題がどのように解決されるのか，それが
畜産経営に如何なる影響をもたらすのかを明らかにしよ
うとする点にある。
中国において飼育されている肉用草食家畜には，馬，
ロバ，ラバ，牛もあるが，本研究では羊・ヤギを対象と
する。羊とヤギの飼育は全国に広く分布しているが，内
モンゴル自治区などの草原地帯における遊牧や黄土高原
など山間農業地帯における天然草地を利用した放牧，平
地農業地帯の集落周辺で荒地など利用した放牧など地域
により様々な飼育形態が見られる。このうち，生態環境
保全政策による転換を迫られているのは，牧畜地帯と山
間農業地帯の天然草地を利用した放牧である。本研究で
は，山間農業地帯である黄土高原の山西省西部および北
部の草食家畜飼育を対象とする。山西省の西部から北部
にかけては，定住による放牧を行う地域から万里の長城
周辺の牧畜地帯に至る地域である。
放牧から舎飼いへの転換に関する先行研究は，主に内
モンゴル自治区の遊牧・農耕交錯地域を対象に，王暁毅
（2006）（2007）（2009）（2013a）（2013b）によって行わ
れている。
それによると，内モンゴル自治区では，1970年代に
都市部からの「下放青年」の受け入れを契機に，遊牧か
ら定住放牧に移行し，同時に穀物生産を含む農耕が拡大
したという。さらに 1980年代の人民公社制度の改革に
より土地利用の権利が個人（世帯）に配分されたため，
利用可能な羊の放牧地が縮小した。他方で飼育頭数が増
大することで放牧圧が増大し，放牧地を採草地に転換し
ても飼料不足の問題は未解決のままであった。そのた
め，飼料は部分的な放牧のほかは牧草栽培と購入飼料に
よって確保されるようになったという。基本的な飼料は
牧草栽培により自給しているが，農薬・化学肥料や灌漑
による生産コストの上昇が牧草栽培面積の拡大のネック
となり，不足分を購入により補充している。その後，生
態環境保全政策の実施により放牧地は大幅に縮小され
た。
同じく遊牧地域を対象とした舎飼いへの転換による畜
産経営の変化については，劉等（2008）と陳・蘇（2008）
が，放牧から舎飼いへの転換により給餌を中心とした飼
育労働時間や飼料・労働費用が増加し，畜産所得の減少
をもたらしているという否定的な評価を下している。農
業地帯を対象とした常等（2012），王等（2014）と隋
（2014）は，生態環境保全政策による放牧の禁止や飼料
コストの上昇が，大規模経営の展開おいてもネックに
なっていることを指摘している。
畜産業における大規模経営については，磯辺（1974）
は規模拡大につれて有利性が見られるのは労働費と建物
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農具費，地代資本利子であるが，土地と労働力の制約の
ため購入飼料費が急増して，規模拡大の効果が著しく減
殺されることも指摘している。また，常等（2012）は現
状では零細経営が主流であり，大規模経営を成り立たせ
ている基本条件は飼料，労働力と羊の品種であると指摘
している。
先行研究の多くは遊牧地帯を対象としたものである
が，本研究で対象とする山西省西部は，農業地帯に属
し，天然草地での放牧を行いながらも，農家が保有して
いる耕地を利用しているなど資源利用に関わる条件が異
なり，生態環境保全政策が飼料確保に及ぼす影響も違っ
たものになると思われる。先行研究が示す大規模経営の
問題についても飼料確保の点から分析が必要である。
そこで，本研究では，山西省の山間地域を対象とし
て，放牧禁止による放牧から舎飼いへの転換事例や，大
規模経営育成政策の事例における飼料確保の問題とその
解決方法について分析し，この地域の特徴と問題点を明
らかにする。そして，穀物の間接消費増加の抑制という
点から見た黄土高原地域における草食家畜飼育の課題を
展望する。
具体的には次の二つの課題について事例分析を通じて
検討していく。
第一の課題は，生態環境保全政策による放牧の禁止が
もたらした主として夏期の飼料確保の問題や解決方法の
特徴について明らかにすることである。この点につい
て，本研究では現在でも放牧を行っている婁煩県 N村
のケースと政府の補助受けて舎飼いに転換した左雲県中
部の雲興鎮 R村のケースの比較を通じて検討する。こ
こでは，放牧禁止により不足する飼料を経営耕地での栽
培と規模の拡大により確保するのか，購入飼料に依存す
るのかがポイントとなる。その際に，飼育規模の大小に
よる違いも考慮することとする。
第二の課題は，政策支援の下で進められている標準
化・大規模経営について左雲県で展開している放牧型と
舎飼い型の二つの事例を取り上げ，飼料確保の方法を含
む経営展開の特徴を上記の個別農家の畜産経営における
飼育頭数の拡大事例と比較して検討することである。そ
うすることで，草食家畜の飼育における標準化・大規模
経営の展開の意義について評価する。
「第一章草食家畜の発展と政策の変遷」では中国全体
の草食家畜の関連政策の変遷，飼育頭数と飼料生産の動
向等について整理した。
草食家畜に関する振興政策の変遷は，次の四つの段階
に区分される。第一の人民公社段階（1958年から 1978
年）は，集団所有制の下で個別飼育が継続されたが，遊
牧地帯で定住と農耕が開始され，国営農場での大規模飼
育が形成された時期である。第二の農村改革と農産物販
売自由化段階（1979年から 1990年）は，生産責任制の
導入により草地と農地の個別利用権が強化され，天然草
地の改良による牧草栽培が拡大された時期である。この
時期には個別経営の中から専門的経営が出現した。第三
の「適正規模経営」育成と農業地帯の草食家畜発展段階
（1990年代）では，牧畜地帯だけでなく農業地帯におい
ても従来の農家の副業としての零細規模畜産から「適正
規模経営」と呼ばれる専門的経営を育成することが提起
された。第四の環境保護政策の実施と標準化・大規模経
営育成段階（2000年以降）では，傾斜地での耕作と放
牧を禁止する「退耕還林・退牧還草」政策が実施された
ことで舎飼いへの転換が進められた。
草食家畜の振興政策は，農業政策及び養豚・養鶏を中
心とする畜産政策とほぼ同じ枠組みで変遷してきたが，
今世紀に入り環境保護政策が実施されることで，草食家
畜固有の飼料確保の問題が浮上してきたと言える。
また，2011年以降，標準化・大規模経営のモデル育
成事業が進められるようになった（農業部「全国畜牧業
発展第 12次 5か年規画（2011∼2015年）」）。これは主
として養豚・養鶏について糞尿処理や防疫管理及び改良
種の普及を効果的に行える経営主体の育成を目的として
行われているものであるが，草食家畜においても進めら
れている。
放牧禁止政策が実施された今世紀のヤギ・羊の出荷頭
数の推移をみると，全国では 2000年の 20,472.7万頭か
ら 2006年の 32,967.6万頭に増加し，その後も増加して
いる。山西省でも同様の動きが見られる。黄土高原には
山西省の他，陝西省，甘粛省，寧夏自治区と内モンゴル
自治区の一部が入るが，内モンゴル自治区を除くとこの
4省・自治区の羊肉生産量のシェアは 10%程度である
（2012年）。
黄土高原の放牧飼育は，冬期の飼料として収穫後の畑
に残存した副産物や栽培された青刈り飼料やトウモロコ
シを利用するという牧畜地域と異なる特徴を有してい
る。そこで，青刈り飼料（トウモロコシ）の栽培面積の
動向を見ると，トウモロコシの栽培面積と逆の動きを示
しており，配合飼料および工業原料用需要の増大に伴い
トウモロコシの栽培面積が増大する一方で，青刈り飼料
の面積は縮小傾向にある。つまり，ヤギ・羊の飼育頭数
が増大する中で，放牧が禁止された時，放牧に代わる粗
飼料源としての青刈り飼料の生産はトウモロコシと土地
利用面で競合する問題を抱えていることになる。
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舎飼いへの転換や標準化・大規模経営育成政策は，地
方政府レベルで関連政策とミックスさせた独自プロジェ
クトとして実施されている。
本研究で対象とする山西省では「退耕還林（退牧還
草）」政策を実施するにあたって，2001年に西北部を対
象とした「雁門関生態畜牧経済区」を設立している。こ
の「経済区」の事業は省畜産局が所管し，「退耕還林」
などの自然環境保全関連の政策の効果を維持するため，
草食家畜の舎飼いと畜産経営の大規模化・標準化飼育お
よび耕地や荒地，草地での牧草栽培や，家畜の屠畜処
理・流通の振興を一体化して進めている。他方で，山西
省は省内各地の基幹産業育成のために 2011年に各県で
一つの基幹産業を振興する支援プロジェクト（中国語は
「一村一品，一県一業」）を実施することを打ち出してい
る。そこでは畜産に関して改良種の普及等同様の内容の
支援策を立てている。こうしたプロジェクトの実施地域
については，山西省政府が 2013年に出した「牛羊産業
の発展の加速化に関する意見」で草食家畜振興の重点県
を指定して，そこに支援を集中することを提起してい
る。
「第二章放牧型零細規模経営と飼料の確保」では，山
西省・婁煩県 N村 27戸農家を対象に行った調査結果を
踏まえて，「退牧還草」政策の対象とならずに放牧地が
残っている山村において，飼育規模の違う農家を比較す
ると土地利用や飼料確保の方法で違いがある点に着目し
て，以下の点を明らかにした。
まず，草食家畜を飼育している 14戸の農家では，多
くが放牧では不足する冬季間の補助飼料について，濃厚
飼料（トウモロコシ）と青刈り飼料の自家栽培を行うと
同時にトウモロコシを購入していることが明らかになっ
た。飼育規模 40頭以下の農家のみ飼料購入が無かった。
次に，飼料の栽培状況について，飼育規模と経営耕地
面積の関係について検討した。その結果，草食家畜を飼
育している 14戸のうち 8戸で耕地の借り入れがあるこ
とが明らかになった。しかし，借入面積は飼育規模や請
負耕地面積と相関している訳ではない。すべての調査農
家で集落から 1km圏外にある不便な耕地の耕作を放棄
しており，耕作放棄による不足分を借り入れ，耕作地の
分散を緩和しているのである。貸し手となっているのは
草食家畜を飼育していない農家である。
さらに，借入を含む経営耕地面積の利用について見る
と，その経営耕地面積と飼育規模や購入飼料の有無との
間にも明確な相関関係は見られなかった。その原因の第
一は，借地は血縁や友人関係の範囲で行われているため
借地のある農家すべてが十分な耕地を確保できているわ
けではないということである。第二の原因は，輪作の必
要性があることである。第三の原因は，飼料用トウモロ
コシと比較して主食用のジャガイモを栽培することが経
済的に有利であることから耕地のすべてを飼料栽培に配
分できていないことである。
このように放牧が可能な政策環境の下においても，ヤ
ギ・羊の飼育頭数が増大するほど，冬の飼料確保のため
に飼料購入が必要になることが明らかになった。
「第三章舎飼いへの転換と耕地利用の変化」では，「退
牧還草」政策が実施され，舎飼いへの転換が行われた山
西省・左雲県Ｒ村の農家事例により，放牧から舎飼いに
転換したことによる畜産経営の変化と夏期の飼料確保問
題の解決方法を明らかにした。
調査地では舎飼いへの転換が前出の「経済区」の支援
プロジェクトの対象となったため，受益農家 53戸は Y
農民専業合作社に加入することが義務付けられ，その上
で畜舎建設用地の確保や畜舎・飼料貯蔵庫の建設資金に
ついて政府の助成を受けている。調査対象としたのは
15戸で，うち 9戸はこのプロジェクトを契機に畜産経
営に参入した農家である。
舎飼いへの転換による経営内容の変化は，肥育用子羊
の繁殖の拡大を伴う方向で飼育頭数を増やしている点に
見られ，新規参入農家は繁殖経験を持たないため肥育の
みで規模を拡大し始めている。年間出荷頭数で見ると舎
飼い転換前の 100頭未満から 100頭を超える規模に達し
ている（最大は 800頭）。
次に放牧から転換した農家については，舎飼いへの転
換による飼料準備・給餌労働の通年化という変化が見ら
れた一方，夏期に長時間拘束される放牧労働から解放さ
れたため兼業就業の拡大という農家経済における変化が
生じていることが明らかになった。
舎飼い農家の飼料は自給と購入により確保されてい
る。「退耕還林・退牧還草」政策が開始されることで従
来あった請負耕地面積（200∼300a）が平均で 92a（41
%）減少したが，借り入れや荒地開墾により減少分を部
分的に補充している。舎飼い転換後の農家 15戸の耕地
利用の内容は，主食用のジャガイモと飼料の青刈りトウ
モロコシ，青刈り裸燕麦で，1戸がトウモロコシも栽培
している。舎飼い前の放牧との比較では，14戸が主食
用ジャガイモを減少させ，「退耕還林」による耕作地減
少を荒地開墾で全部補充できた 1戸のみ耕地利用に変化
がなかった。
そして，全農家が青刈り飼料を自給しており，濃厚飼
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料としてトウモロコシを購入している。粗飼料の自給を
優先し濃厚飼料を購入するのは，当地ではトウモロコシ
の単収が低いこと，青刈り裸燕麦が市場流通していない
ことが原因であった。農家の出荷頭数には大きな差があ
るものの，規模の大きな農家は主食栽培面積を抑制する
などしており，全農家が粗飼料の自給を実現しているこ
とが分かった。
このように放牧から舎飼いへの転換により，主食を縮
小しての粗飼料の自給と濃厚飼料の購入により飼料確保
を確保していること，農家経済においては放牧労働の減
少による兼業就業の増大という変化がもたらされたこと
が明らかになった。
「第四章放牧型大規模経営の展開」では政府の支援の
下で設立された山西省・左曇県にある二つの放牧型大規
模経営のケースを通じて，補助飼料の確保がどのように
行われているのかを検討した。第二章の婁煩県 N村の
ケースでは，飼料栽培地の確保が土地利用権市場と主食
自給という二つの要因に左右され，それにより発生した
不足分が市場から購入されていることが明らかになった
が，本章では冬期の補助飼料の確保に焦点を当てて分析
した。
左雲県政府は 2009年に「退耕還林・退牧還草」政策
の対象となった農家の畜舎建設に 150元/m2の補助金を
助成している。二つの大規模経営は「退牧還草」政策の
未実施地域で放牧を行っているが，同様の支援策が適用
され，左雲県畜牧局の定義する大規模経営（畜舎面積
2,000m2以上）に合致する 41戸のうちに含まれている。
調査対象の大規模畜産経営は，村集団所有の共同利用地
である放牧地を利用し，冬期には，収穫後の畑での放牧
を行っている。補助飼料は借地でトウモロコシや青刈り
飼料を自給しており飼料購入は無い。
A経営は 2009年に鉱山業から転業し畜産業に参入し
た。当初は畜舎 1,000m2，経営耕地 100ムー（1ムー≒
6.67a）で飼育頭数 600頭，2011年には畜舎 2,000m2，
経営耕地 1,000ムーで飼育頭数 1,000頭，2013年には畜
舎 4,000m2，経営耕地 1,900ムーで飼育頭数 1,500頭と
規模を拡大してきた。もう一つの B経営もほぼ同様の
経過をたどっている。
こうした畜舎の建設用地や耕地及び放牧地の確保にお
いては，政府の支援と経営者による借地交渉の過程が存
在する。例えば，経営耕地の拡大は，青壮年労働力が出
稼ぎし畜産・農業経営規模を縮小した農家からの余剰地
の借入や荒地の開墾等によって行っている。大規模な放
牧や飼料栽培を行うにあたり，放牧労働者を長期雇用
で，農業労働者を短期雇用で確保しているが，それらは
ほぼ県内の農家から供給されている。
このように大規模放牧経営が展開する背景には，「退
耕還林・退牧還草」政策が未実施な放牧可能地が存在
し，周辺農村において出稼ぎ者が多く，零細農家の畜
産・農業規模が縮小し，放牧地，耕地や労働力の余剰が
存在しているという条件が大きく影響していることが明
らかになった。
「第五章舎飼い型大規模経営の展開」では，規模拡大
による購入飼料が増大するという先行研究の指摘と，第
二章及び第三章の事例分析で自給に加え不足分を購入し
ているという結果を踏まえて，政府が推進している大規
模化・標準化育成策のモデル事例をもとに，購入飼料の
みによって舎飼いを行っている場合の飼料費を含む生産
コストの増大とそれへの対応状況を明らかにした。
事例として 2011年に左雲県Ｓ郷で開設された舎飼い
型大規模経営を取り上げた。この経営は県政府の大規模
化・標準化育成事業の支援を受けている。この事業は山
西省政府及び中央政府の自然環境保全関連の資金などが
原資とされ，事例農家が所属している畜舎団地の畜舎面
積は 3万m2で，年間出荷頭数は 12万頭に達している。
畜舎建設用地として地元の村の荒れ地が提供された
が，飼料栽培用の耕地の斡旋は無く，経営者は購入飼料
に依存した経営を行っている。
調査結果に基づくと，飼料購入によるコスト上昇問題
を解決するために，次の 3つの対応が行われていること
が明らかになった。
第一は，在来の単子種ではなく飼育難度が高く濃厚飼
料も多用するが子羊（4か月齢）の体重の重い双子種の
繁殖と子羊の販売を行っていることである。ただ，売り
上げに占める繁殖の割合は低い。
第二は，肥育後の肉用羊の年間出荷頭数は 6,000頭に
達するが，一年を通じて月 4∼5回，1回あたり 250頭
を出荷し，出荷時期を分散させて市況変動のリスクを分
散させていることである。零細経営の羊の出荷時期は越
冬期の飼料費節約のために 11月までに出荷しているの
に有利に販売できている可能性がある。
第三は，自ら屠畜施設を持ち，2,000頭程度の羊を処
理・販売することで収益を増やす取り組みを行っている
ことである。
舎飼い大規模経営について，十分なコスト分析を行う
ことはできなかったが，以上のことから，飼料の全量を
購入に依存していることによるコスト上昇問題に対する
対応措置が取られていることが確認された。
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「第六章結論」では，本研究の分析結果とそのポイン
トについて整理した。
第一の課題である，放牧禁止による舎飼いへの転換が
もたらした夏期の飼料確保問題への対応については，ま
ず，放牧が可能な婁煩県のケースにおいても飼育規模が
増大すれば購入飼料が増大することを明らかにした。こ
れは黄土高原地域の羊・ヤギの飼育においては冬期の補
助飼料として従来から粗飼料以外にトウモロコシの給与
が必要とされてきたこと，飼育規模が拡大しても十分な
耕地の借地が不可能なこと，農家の選択として主食栽培
が優先されることにより生じた現象であった。
舎飼いへの転換を行った左雲県のケースからは，一年
を通じて必要とされる粗飼料の確保は，市場調達のリス
クを回避するため自給によって賄われるが，濃厚飼料に
ついては購入により確保されていることが明らかになっ
た。また，先行研究では舎飼いへの転換により畜産経営
における通年化した飼料の準備・給与労働費の増大が指
摘されていたが，本研究では放牧労働からの解放により
農家経済レベルにおいて兼業機会が増大するというメ
リットが大きいことが指摘された。
第二の課題である，政策支援を受けて設立された標準
化・大規模経営の状況については，まず放牧地を確保し
冬期の補助飼料も借地で自給している放牧型大規模経営
のケースから，周辺農村において青壮年労働力の出稼ぎ
により畜産・農業が縮小したことで，放牧地，耕地及び
労働力の余剰が存在することが大規模経営展開の前提と
なっていることが明らかになった。次いで舎飼い型大規
模経営のケースでは，飼料の全量を購入に依存すること
で予想される飼料コストの上昇を改良種の繁殖事業，屠
畜場の整備及び肉用羊販売の通年化により対応している
ことを明らかにした。二つの政策的モデルとされる大規
模経営の事例は，零細経営において飼育頭数を増大する
場合とは全く異なる土地資源や雇用労働力確保の条件が
必要になることを示している。
本研究を通じて明らかになったことは，黄土高原地域
における羊・ヤギの飼育の展開，つまり放牧から舎飼い
への転換，さらに大規模経営育成政策は，穀物（トウモ
ロコシ）の間接消費の増大をもたらすという点である。
ただ，その飼育規模が経営耕地面積に対応している限り
においては，粗飼料・濃厚飼料とも自給できおり，農家
も自給を志向する傾向にある。婁煩県の放牧型零細経営
や左雲県の舎飼い型零細経営および放牧型大規模経営の
ケースがそれにあたる。本研究の事例分析の中で，唯
一，左雲県の舎飼い型大規模経営のケースが完全に購入
飼料に依存している。だが，飼料コストの上昇問題への
対応が求められるため，このタイプの経営が主流となる
とは考え難く，飼料の自給基盤を有する零細経営が多数
を占める現状では，トウモロコシ消費の増大による市場
への影響は，極めて限定的であると思われる。この点は
牧畜地帯や平地農業地帯の大規模経営の事例との比較検
討が必要であるが，今後の研究課題としたい。
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審査報告概要
本研究は，食肉消費と穀物の飼料向け消費が増大する
中国において，穀物消費を抑制すると期待される草食家
畜であるヤギ・羊の飼養の展開の可能性について，飼料
確保という視点から分析した。その結果，環境保全政策
の実施により放牧が禁止され，舎飼いへの転換が進めら
れる中で，生産者が飼料の自家栽培を行い，市場から購
入を抑制する行動をとっているものの，黄土高原におい
ては耕地資源の確保がネックとなっていること，また政
策的に推進されているモデル的な大規模経営では土地資
源の余剰が存在する特殊な条件下で飼料確保が可能に
なっていること等を解明した。
この研究成果は，先行研究が草原牧畜地帯を中心とす
る中で，山間地域での実態を解明した点に特徴があり，
中国の今後の食肉及び畜産飼料の需給を展望する上で有
用な知見を与えるものである。
よって，審査員一同は博士（農業経済学）の学位を授
与する価値があると判断した。
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